
売　買　契　約　書
　　　社会福祉法人 eq \o(\s\up 7(恩賜),\s\do 3(財団)) 山口県済生会支部　済生会下関総合病院　（以下「甲」という。）と 　　　　　　　（以下「乙」という。）との間に、下記条項により売買契約（以下「本契約」という。）を締結する。
（契約品目及び契約金額）
第１条　甲が乙より買い受ける契約物品の品目、規格、契約単価については、別紙結果一覧表のとおりとする。　
　　２　甲は必要があるときは、契約物品等の内容変更、又は納入の中止をする
　　　ことができる。
３　前項の物品の金額には消費税及び地方消費税を含まないものとする。
４　本契約締結後に生じた事由により、第１項に定める契約単価によっては甲
　又は乙に著しい損失が生じる状況となったときは、甲・乙交渉の上、契約単
　価を変更することができるものとする。
（契約保証金）
第２条　本契約に関する契約保証金は免除する。
（契約履行の期間）
第３条　本契約の履行期間は、次のとおりとする。
　　自　２０２３年　４月　１日　　　　　　至　２０２４年　３月３１日
（物品の検収及び引渡し）
第４条　乙は、物品を第１条に定める納入期限までに、甲の立会いの上で指定する場所に納入するものとする。
　　２　乙は、物品を納入する場合、甲が実施する検査を受けなければならない。
　　３　乙は、前項の検査の結果、物品の規格、性能、品質または数量に関して不適合があるときは、当該物品の修理、代品の納入または不足分の納入を遅滞なく行うものとする。
　　４　第２項の検査に合格したときは、甲は物品を検収するものとし、この検収をもって引き渡し完了とし、物品の所有権は乙から甲に移転するものとする。
　　５　物品の検収に必要な費用及び検収時に生じた滅失、損傷等による損失は、乙の負担とする。
　　６　乙は、契約の履行に関して材料の確認等で甲の指示を必要とするものについては、甲の承認を受けなければならない。
　　
（契約代金の支払又は受領の時期及び方法）
第５条　乙は、前条により甲が検収した物品について、その代価は毎月末日を締日として、その額に消費税及び地方消費税相当額を加算した額（１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。）を物品毎に甲に請求するものとする。
　　２　甲は、原則として、物品が納入された日の属する月の２か月後末日までに乙の指定する金融機関口座に支払いするものとする。
　　３　振込手数料は、乙の負担とする。
　　４　甲は、乙から支払を受けるべき金銭債権を有する場合、当該金銭債権に係る乙の債務の弁済期が到来しているか否かを問わず、乙に対し、書面をもって通知することにより、いつでも当該金銭債権と本条に定める物品の代金とを対当額で相殺することができる。
（権利の譲渡等の制限）
第６条　乙は、この契約に定める乙の権利・義務を第三者に譲渡し、又は引受けさせてはならない。ただし、甲の書面による承認を得た場合はこの限りではない。
（危険負担）
第７条　第３条に定める検収までに生じた物品の滅失、損傷等の損害は、甲の責めに帰すべきものを除き乙が負担し、検収後に生じた物品の滅失、損傷等の損害は、乙の責めに帰すべきものを除き甲が負担する。
（品質保証）
第８条　乙は、甲に納入する物品が所定の品質を満足し、かつ信頼性のあるものであることに責任をもって保証するとともに、かかる保証義務を遂行するために製造メーカー等とともに適切なる品質保証体制を確立し、またその維持に努めるものとする。
（担保責任）
第９条　乙は、第３条に定める検収後であっても、乙が納入した物品の規格、性能、品質または数量に関して不適合が判明した場合には、それが甲の責めに帰すべきものを除き、甲の指示に従い当該物品の修理、代品の納入または不足分の納入を遅滞なく行うものとする。
　　２　前項の規定は、甲による損害賠償請求及び解除権の行使を妨げない。
（製造物責任）
第10条　乙が甲に引き渡した物品の欠陥（当該物品が通常有すべき安全性を欠いていることをいい、製造上、設計上若しくは指示・警告上の欠陥を含むが、それらに限られない。以下同じ。）により、若しくはこれに起因して、甲の財産等に損害、損失若しくは費用（以下「損害等」という。以下同じ。）を生じた場合、乙は、甲から物品の製造メーカー、輸入業者等の製造物責任を負う主体に対する請求や交渉において、最大限の協力を行う。
　　２　前項の物品の欠陥により、若しくはこれに起因して、第三者の生命、身体又は財産等に損害等を生じ、甲と当該第三者との間で紛争となった場合、乙は甲に対して最大限の協力を行う。
　　
（契約の解除）
第11条　甲は、本契約に関して、次の各号のいずれかに該当する場合、何らの催告なく本契約の全部又は一部を解除することができる。
　　   （1）甲において本契約の違反があり、乙から是正を請求されてもこれに応じなかったとき。
（2）甲において、乙に契約を履行する見込みがない、または社会通念に照らして履行が不能と認めたとき。
（3）乙がこの契約の解除を請求し、甲においてその事由が正当と認めたとき。
（4）甲が行う検収に際して、乙若しくはその代理人、使用人等が係員の職務執行を妨げ、または詐欺、その他の行為があると認めたとき。
　　２　甲が前項により契約の解除をした場合であっても、乙に対する損害賠償請求を妨げないものとする。　　
　　３　乙は、第１項による契約の解除により損害等を受けた場合であっても、その損害の賠償を甲に請求できないものとする。
（損害賠償）
第12条　乙が本契約に違反して甲に損害等を与えたときは、甲に対してその損害等を賠償する責任を負う。
（秘密保持）
第13条　甲及び乙は、本契約の締結及び履行に関連して知り得た相手方に関する一切の情報（以下「秘密情報」という。）について、厳に秘密を保持するものとし、相手方の事前の書面による承諾がない限り、第三者に開示しないものとする。
　　２　甲及び乙は、秘密情報を本契約の履行に必要な範囲内においてのみ使用するものとし、相手方の事前の書面による承諾がない限り、本契約の目的以外に一切使用しないものとする。
　　３　前２項の規定は、次の各号のいずれかに該当する情報には適用されないものとする。
（1）知り得た時に、公知であった情報又は知り得た後にその責めに帰すべき事由によらずに公知となった情報
（2）知り得た前から適法に保有していた情報
（3）知り得た後に、正当な権限を有する第三者より秘密保特義務を負うことなく適法に収得した情報
（4）知り得た情報と無関係に独自に開発した情報
（5）甲及び乙が、書面により秘密情報から除くことに合意した情報
　　４　第１項にかかわらず、甲及び乙は、次の各号による開示を行うことができる。
（1）当該秘密情報の開示を受ける必要のある自己の役員及び従業員（以下「役員等」という。）並びに自己が起用する弁護士、公認会計士、税理士、司法書士等の外部の専門家（以下「外部専門家」という。）に対し、必要な範囲で開示する場合（ただし、役員等又は外部専門家が、少なくとも本状に定める秘密保持義務と同等の秘密保特義務を法令等又は契約等に基づき負担する場合に限る。）
（2）法令等に基づき、政府、所轄官庁、規制当局、裁判所等の公的機関により秘密情報の開示を要請され、又は義務付けられた場合
　　５　本条の規定は、本契約の終了後も引き続き効力を有するものとする。
（反社会的勢力の排除）
第14条　甲及び乙は、相手方に対し、自らが、本契約の締結日において、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「反社会的勢力」という。）に該当しないこと、並びに次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当しないことを確約する。
（1）反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係を有すること
（2）自らの役員(取締役、執行役、業務を執行する社員又はこれらに準ずる者をいう。）又はその経営に実質的に関与している者が反社会的勢力に該当し、若しくはそれらの者が反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有すること
（3）自ら若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に反社会的勢力を利用していると認められる関係を有すること
（4）反社会的勢力に資金を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること
（5）反社会的勢力に自らの名義を利用させ、この契約を締結すること
　　２　甲及び乙は、相手方に対し自ら又は第三者を利用して、次の各号のいずれに該当する行為も行わないことを確約する。
（1）暴力的な要求行為
（2）法的な責任を超えた不当な要求行為
（3）取引に関して、強迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
（4）風説を流布し、偽計を用い若しくは威力を用いて相手方の信用を毀損し

　　又は相手方の業務を妨害する行為

（5）その他前各号に準ずる行為
　　３　甲又は乙が、次の各号のいずれかに該当した場合、相手方は、何らの催告を要せずして、本契約を解除することができる。
　　　（1）第１項の表明のいずれかが事実に反したこと
　　　（2）前２項の確約のいずれかに違反したこと
　　４　前項により本契約が解除された場合であると否とを問わず、前項各号のいずれかに該当した者は、相手方に対し、前項各号のいずれかに該当したことにより相手方に生じた一切の損害等を賠償するものとする。
　　５　第３項により本契約が解除された場合、被解除者は、相手方に対し解除により生じた自らの損害等について一切何らの請求も行わないものとする。
（契約に関する紛争の解決方法）
第15条　本契約について甲・乙間に紛争又は疑義が生じた場合は、甲・乙は誠意をもってその解決に当たるものとする。
（その他）
第16条　乙は、本件契約の履行に当たっては、社会福祉法人恩賜財団済生会法令遵守規定を理解し、誠実に業務を遂行するものとする。
（附則）
第17条　本契約に定めのない事項について疑義を生じたときは、その都度、甲・乙協議の上決定するものとする。
　　　上記契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲・乙双方記名捺印の上、各自その１通を保有するものとする。
２０２３年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　甲   山口県下関市安岡町８丁目５番1号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人 eq \o(\s\up 7(恩賜),\s\do 3(財団)) 済生会支部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山口県済生会下関総合病院
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　院　長　　森　健治
　　　　　　　　　　　　　　　　　乙
